
新型コロナウイルス感染症の影響に加え、原油・原材料価格や物価高騰の影響を受ける
市内の中小事業者等に対して、事業継続を下支えするため、支援金を支給します。

中小企業者、個人事業主の皆様へ

東広島市原油価格・物価高騰対策緊急支援金

申 請 期 間

令和５年２月１日（水）から同年３月１７日（金）まで ※消印有効

対象期間 比較期間

令和３年１０月１日までに創業
した場合

令和４年中の任意の連続する
３か月

令和元年から令和３年までのい
ずれかの同期間

令和３年１０月２日から
令和４年６月３０日までに創業
した場合

令和４年中の任意の連続する
３か月

創業した日の翌月から令和４年９
月までの任意の連続する３か月
※対象期間と重複しないこと

支給対象者 次の全てを満たす中小企業・個人事業主等

※これまで市が実施した、運送事業者等を対象とした「燃油費高騰緊急支援金」を受給している
場合は、その差額分のみの支給となります。

支 給 金 額 ※申請は、１事業者につき１回限り

法人 個人事業主１事業者につき １０万円 ５万円

[申請・問い合わせ先]
東広島市原油価格・物価高騰対策緊急支援金事務局
所在地：〒730-0053 広島市中区東千田町2-11-20 電話番号：082-298-5936
専用HP：https://higashihiroshima-jigyoshakinkyushienkin.com

申 請 方 法

電子申請又は郵送で申請してください。

○市内に本社又は事業所等を有し、令和４年６月３０日以前に創業し、今後も市内
で事業を営む意思があること。※個人事業主は、主たる収入が営業収入又は農業収入であること。

○対象期間の粗利等が、比較期間の粗利等と比較して３０％以上減少していること。
○比較期間の粗利等が、法人５０万円以上、個人事業主２５万円以上であること。

[対象期間・比較期間とは]

[粗利等とは]
➀ 売上－仕入原価等（仕入原価、光熱費、燃料費）
② 売上－製造原価等（材料費、光熱費、燃料費）

○市税の滞納がないこと。
○「経済状況のモニタリング」へ協力すること。
○「事業者ポータルサイト」へ登録すること。

詳しくは、専用ホームページを
ご確認ください。


